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芦屋市マンションの管理の適正化の推進に関する条例の骨子に関する市民意見募集結果

1 募集期間：令和５年１２月１８日（月）～令和６年１月２６日（金） 
提出件数：７人 ２８件 
提出方法：意見募集専用フォーム ４人、郵送 0人、FAX ２人、窓口持参 1 人 

２ 意見の要旨及び市の考え方 
取扱区分：Ａ（原案を修正します）：0件、B（ご意見を踏まえ取組を推進します）：１６件、 

C（原案に盛り込まれています）：２件、D（原案のとおりとします）：１０件 

№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

1 趣旨 

趣旨の部分に書かれているように、市内
全世帯の 36％以上が居住している生活
の場であるマンションが適切に維持管
理されることが大切であると思います。
全てのマンションが適切に管理されて
いることが望ましいですが、高齢化とと
もに建物の長期化が進む中で建物が劣
化していくことが懸念されます。 
この度、市が届出を義務化することにし
たことは大変重要だと思います。特に10
戸以上を対象にするとの事ですが、これ
により届出の対象がほとんど全てにな
ると思われますので、ぜひこの条例が実
施されることを強く望みます。 

B 

ご賛同の意見をいただき、ありがと
うございます。本条例を実施し取組
を進めてまいります。 

２ 趣旨 

「本市の魅力向上」という観点よりも、
マンション管理に対して行政が手を差
し伸べる機会になりうるということに
重点が置かれるべきかと。マンションで
暮らす住民の生活が豊かであってこそ
「本市の魅力」になりうるのかと思いま
す。 

B 

ご意見のとおり、本条例に基づく届
出による状況把握等を踏まえ、マン
ションの管理の適正化等に必要な
支援策を検討し、施策を推進するこ
とで市民生活の安定や本市の魅力
向上につなげてまいります。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

３ 趣旨 

「芦屋市に対して多大な影響」、ここの
ところも市が中心で住民が従のように
感じる文章に思います。管理不十分だけ
でなく、人口減による空き家の増加は、
管理だけでは解決できる問題ではない
と思います。特に経年による老朽化は、
あらがいようもなく、長寿命化努力はし
ても経年劣化はどうしようもなくやっ
てきます。古いマンションが多い市です
から、空き室問題は避けられません。行
政としてできるもう一つの方策は、新築
規制にあるのではないでしょうか？こ
の条例とは違う議論かと思いますが、入
居者の取り合いとなる時代になってき
ているのですから、古いマンションのス
ラム化を招くマンションの新規建設に
は歯止めをかけていくこともぜひ考え
て頂きたいと思います。 

D 

本条例に基づく施策を推進するこ
とで、管理組合等の皆さまによるマ
ンションの管理の適正化が進み、資
産価値の保全や居住環境の確保が
図られることは、空き室対策にもつ
ながるものと考えております。 
新築マンションを制限する考えは
ありませんが、住みよいまちづくり
条例や都市景観条例等の取組を通
じて、住環境の維持・保全、育成に
努めてまいります。 

４

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

管理組合からの提出を義務付けられる
各項目についてはその内容が正しく実
情を反映しているかを確認する必要が
あると考えられます。内容を裏付ける資
料をどの程度まで提出させるかを慎重
に検討する必要がある。 

B 

管理組合等の皆さまができるだけ
簡易に届出を行えるよう、届出時の
資料添付は考えておりませんが、届
出の内容が事実と著しく異なると
認められるときは、当該管理組合の
管理者等に対し、必要な措置を講ず
るよう指導・勧告することを考えて
おりますので、必要に応じて資料の
確認を予定しています。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

５

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

「適正な管理が行われていないと認め
るときは・・公表」とありますが、基本
的な届け出さえできないマンションは、
なにもなまけているのではなく、その力
を持っていないマンションではないか
と思われます。古いマンションは、入居
者の高齢化、安く買えるので所得の多く
ない中年層（若年層含め仕事に忙しい）
などが住民の中に多くなっていくと思
われます。そうしますとマンション管理
に力を出すことができる層が薄くなっ
ていく可能性が高い。そういったマンシ
ョンが「届出」義務を履行できなくなる
のではないでしょうか。安易に「公表」
するのではなく、アウトリーチ的に手を
差し伸べ、相談に乗って、マンション管
理体制を立て直していくということに
力を注いでいただけるようにしてほし
い。「さらし者」をつくるようなやり方だ
けはしないでいただきたいと思います。

B 

届出の際にお困りのことがあれば、
本市の建築住宅課と既に設置して
いるマンション管理士等の専門家
による相談窓口でお受けする予定
です。 
本条例では、マンションの適正な管
理が行われていない場合に、市の助
言・指導、勧告の手続を経ても、正
当な理由なくこれに従わない場合
に当該マンションを公表できるも
のとする予定です。 

６

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

届出の義務化を 10 戸以上としている
が、本当に可能か不安だ。50戸以上の多
くは管理組合もあり、維持管理も出来て
いると思われるが、それ以下では管理が
十分出来ていないのではないかと思わ
れる。市が対象を広げたことは評価する
が、ぜひ実行出来る体制の検討をお願い
したい。 

B 

届出の内容や方法については、管理
組合等の皆さまができるだけ簡易
に行えるよう工夫してまいります。
また、本条例の施行に必要な人員体
制の確保は適切に行うべきものと
考えております。 
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該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

７

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

賃貸マンションは今回の届出の対象と
なっているのか。ぜひ対象として実態を
把握していただき、安心・安全な芦屋市
をめざしていただきたい。 

D 

分譲マンションは、今後、建物の維
持管理や重要な方向性について、複
数の区分所有者間の合意形成や意
思決定を進める上で、困難さが予測
されることから、本条例ではマンシ
ョンの管理の適正化の推進に関す
る法律（以下「法」という）第２条
の規定によるマンションを対象と
し、管理組合等の自主的な取組を促
すものと考えています。 
したがって、２以上の区分所有者が
存しない賃貸マンションは対象と
して考えておりません。 

８

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

「適正な管理が行なわれていない」と
き、とありますが「管理不全」の判定基
準は、関係者にとって重要であると考え
ますので、概念及び定義を明らかにすべ
きではないでしょうか。 

B 

マンションの適正管理に係る助言・
指導については、国が公表する「法
第５条の２に基づく助言・指導及び
勧告に関するガイドライン」に沿っ
て、行う考えです。 
本条例は、法に定めるもののほか、
マンションの管理の適正化に関し
必要な事項を定めるものとしてお
り、国がその指針等を公表するもの
については、それを適用する考えで
す。 

９

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

適切な管理事項には「敷地図面及び建物
竣工等の保管」を追加し、再生･建替えの
検討に備えるべきものと考えます。 

C 

届出の「長期修繕計画の有無等」の
項目において図面の保管の有無の
記載欄を予定しています。 
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該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

10

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

「認定」を受けたマンションについては
5 年ごとの市への報告は不要とする。マ
ンション管理センターでの公示の有無
に関係なく適時公表する。管理業者名も
併せて公表する。 

D 

管理計画認定申請と本条例に基づ
く届出では記載内容が異なる部分
がありますので、認定を受けたマン
ションについても、届出はお願いし
たいと考えています。 
なお、届出の内容や方法について
は、管理組合等の皆さまができるだ
け簡易に行えるよう工夫してまい
ります。 
公益財団法人マンション管理セン
ターの管理計画の認定を受けた旨
の公表の有無に関係なく希望によ
り届出項目の情報開示を予定して
います。管理業者名については、当
該業者が届出内容をよく見せて宣
伝に繋げる恐れがあることから情
報開示の対象としない予定です。 

11

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

市の調査で不適切と認められたマンシ
ョンは適時公表する。管理業者名も公表
する。 
上記でも「管理業者名を公表する」と述
べていますが、管理を業者に委任してい
るマンションではそのマンションの仕
事の大部分は管理会社の業務です。良か
れ悪しかれ何らかの方法で管理業者を
評価すべきだと思います。 

D 

本条例では、マンションの適正な管
理が行われていない場合に、市の助
言・指導、勧告の手続を経ても、正
当な理由なくこれに従わない場合
に当該マンションを公表できるも
のとする予定です。 
また、管理業者の評価は、業務を委
託する管理組合の判断により行う
ものであると考えます。 
なお、管理業者についてのご相談
は、既に設置しているマンション管
理士等の専門家による相談窓口等
でお受けしています。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

12

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

届出義務化周知策について 
（1）案内文発送時に「手引き」などを同
封し「条例の目的」「義務化（変更点含
む）であること」をしっかり周知し届
出率UPを図る。 
（2）管理組合理事は、輪番制が多く 2年
ないし1年毎に交代のため手引き作成
で引継ぎ事項を確実に励行させる（理
事の交代も変更事項） 
（3）届出案内封筒に「届出義務化」と印
刷かゴム印の捺印が必要。 

B 

（1）ご意見のとおり、届出制度につ
いては、案内書発送の際に分かり
やすい説明・周知に努めたいと考
えています。また、市のホームペ
ージ等でも同様の周知・啓発を行
います。 
（2）管理者である理事長等が変更
になった場合は変更届の提出を
お願いする予定です。 
（3）ゴム印等は考えておりません
が、(1)の内容の中で、制度の趣旨
を適切に周知します。 

13

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

届出項目の検討 
（1）管理計画認定制度を充足する内容
にする。（EX．長期修繕計画あり（総
会決議済） 
（2）手引きなどで届出項目の説明が必
要。記入漏れの防止策にも手引きは有
効 

C 

（1）本条例により届出いただいた
内容が管理計画認定の取得条件
を一定程度満たすマンションに
ついては、管理者等にその旨をお
伝えする予定です。 
（2）手引きの作成を予定していま
す。 

14

マンショ
ン管理状
況届出制
度 

届出制度の円滑化のために 
（1）案内状の送付後、制度の徹底・届出
トレース・変更トレースなど確実に実
施するために外部委託先が必要。もし
くは、市の活動団体などの支援援助の
検討が必要。 

B 

既に設置している専門家の相談窓
口業務とあわせて、一部の業務を委
託する予定です。なお、管理組合等
の皆さまに安心してご相談してい
ただくため、本業務については、弁
護士、建築士、マンション管理士等
の資格その他マンションに係る高
い知見を備えた法人等であること
が受託者の条件と考えています。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

15

マンショ
ンに関わ
る各主体
の責務 

取組みとして良いと思いますが、実効性
が伴う内容ではないと感じます。努力義
務止まりで、特にマンション管理業者
(法の登録を受けてマンション管理業を
営む者)が自社利益より管理組合の利
益、資産価値向上に向けての動機付けと
して非常に弱いと考えます。また管理業
者に「事務の誠実さ」は求めていても、
肝心な「管理組合資産管理(会計、決算に
関する透明性等)」に対して何も盛り込
まれていないことは、管理組合資産を毀
損させるリスクにブレーキがかからな
いとも感じる内容です。マンション管理
適正化法に基づいて、芦屋市としての条
例とするに際して何ら特徴点を感じず、
条例制定の意義がどこにあるのか、条例
として落とし込むにあたり具体性が伴
った点を見つけられない内容だと感じ
ます。 

B 

法の規定により、国は「マンション
の管理の適正化の推進を図るため
の基本的な方針」をはじめ、長期修
繕計画作成ガイドライン等、マンシ
ョンの管理の適正化に必要な情報、
資料の提供を行っております。本条
例は、法に定めるもののほか、マン
ションの管理の適正化に関し必要
な事項を定めるものとし、マンショ
ンに関わる各主体の責務やマンシ
ョン管理状況届出制度等を規定す
る考えです。 
本条例の施策を推進し、管理組合に
よるマンションの自律的かつ適正
な管理、マンションの資産価値の保
全及び居住環境の確保を図るとと
もに、周辺環境への配慮を促し、も
って市民生活の安定及び本市の魅
力の向上に寄与することを制定の
目的としています。 

16

マンショ
ンに関わ
る各主体
の責務 

マンション管理を適正に行うにはそれ
なりの知識（法的・技術的・会計）が必
要であるが、市の施策として相談・指導
体制をどの程度充実させるのか期待さ
れる。 

B 

本条例の施行に必要な人員体制の
確保は適切に行うべきものと考え
ております。 
なお、マンション管理士等の専門家
による相談窓口は既に設置してお
ります。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

17

マンショ
ンに関わ
る各主体
の責務 

市の責務の中に、マンション管理等に関
する専門性の保持、その専門性を担保す
る人的体制（届出に対し、助言、指導、
勧告、公表・・・とあわせ、議会で述べ
られていたように、アウトリーチ的な手
法も加えて、相談にのることができる職
員の数）の確保なども書き入れていただ
きたい。 

B 

№16 に同じ。 

18

マンショ
ンに関わ
る各主体
の責務 

市の管理状況の把握には、「実態調査の
実施」が不可欠と考えます。方法は、相
談業務の委託団体等のマンション管理
士を活用してヒアリング等による実地
踏査の方式を導入してはどうでしょう
か。 

D 

管理組合等の皆さまにとって、でき
るだけ簡易な手法での届出により
実態把握ができるように考えてお
りますが、届出の内容が事実と著し
く異なると認められるときは、立入
検査等ができるものとする予定で
す。 

19

マンショ
ンに関わ
る各主体
の責務 

管理組合及び区分所有者とマンション
住人に対しては、管理主体の当事者とし
ての自助努力はもとより、組合業務の範
囲、内容等の再検討を促して、管理組合
や区分所有者等の自己責任に伴う役割
の負担をもっと強調してはどうでしょ
うか。 

D 

管理組合がマンションの適正管理
において留意すべきものとして、法
第３条第１項の規定による「マンシ
ョンの管理の適正化の推進を図る
ための基本的な方針」が公表されて
います。本条例では、法に定めるも
ののほか、マンションの管理の適正
化に関し必要な事項を定めるもの
とし、各主体の責務においては、そ
の姿勢を規定する考えです。 
管理組合や区分所有者等の具体の
役割は、国が公表するマンション標
準管理規約等に則って、各管理組合
が規約で定めるものと考えます。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

20

その他 
（芦屋市
マンショ
ン管理適
正化推進
計画） 

住宅総数に占める割合は、算定根拠に基
づいて、マンション化率を明示すべきで
はないでしょうか。 

B 

住宅総数に占める分譲マンション
の割合は、直近の住宅・土地統計調
査（平成３０年）を元に算出したこ
ろ３６．４％となっており、全国で
４番目に高い数値となっておりま
す。なお、令和６年度に策定する「芦
屋市住生活基本計画」において最新
のデータを記載する予定です。 

21

その他 
（芦屋市
マンショ
ン管理適
正化推進
計画） 

管理状況の継続的な把握の方法、管理組
合と区分所有者等の自律的な維持管理
の促進？ 
→ 具体的な方策が示されていません。

B 

本条例では、マンションの管理状況
について５年ごとに届出していた
だくことになりますが、内容や方法
については、管理組合等の皆さまが
できるだけ簡易に行えるよう工夫
してまいります。 
また、本条例に基づく届出による状
況把握等を踏まえ、マンションの管
理の適正化等に必要な支援策を検
討し、施策を推進することで市民生
活の安定や本市の魅力向上につな
げてまいります。

22

その他 
（芦屋市
マンショ
ン管理適
正化推進
計画） 

今後は「報告の義務化」に基づく？ 
→ 届出の信憑性の確認には実態調査
のデータとの照合が必要と考えます。 

B 

本条例の届出制度は、届出の内容が
事実と著しく異なると認められる
ときは、当該管理組合の管理者等に
対し、必要な措置を講ずるよう指
導・勧告することができるものとす
る考えです。また、マンションの管
理が適正に行われていないと認め
られる場合は、必要に応じて、立入
検査等ができるものとする予定で
す。 
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№
該当 
箇所 

市民からの意見（原文）
取扱
区分

市の考え方 

23 その他 

特に長期修繕計画の策定は技術的な知
識が欠かせないが、この点では専門家の
助力を求めることになり、そのための費
用も必要になる。（当団地管理組合でも
数年前に期間３６年の計画を策定した
が、かなりの日時と十数万円の経費を掛
けた。）当団地では今後また計画の見直
しも必要になると思われるが、その場合
の経費等に市の援助が期待出来ればい
いと思う。 

B 

ご意見のとおり、本条例に基づく届
出による状況把握等を踏まえ、マン
ションの管理の適正化等に必要な
支援策を検討し、施策を推進するこ
とで市民生活の安定や本市の魅力
向上につなげてまいります。 

24 その他 

条例制定の取り組みについては、個人的
に阪神大震災以来の悲願が果たせるこ
とになり、策定のご苦労に対し心から感
謝いたします。条例策定のチームに市民
公募がなされていないことは残念です。

D

本市民意見募集は、条例策定にあた
り、制定の趣旨、目的、内容等を骨
子として公表し、広く市民の皆さま
が意見を提出する機会を設けるも
のです。 

25 その他 

マンション(区分所有建物)新築の確認
申請にはマンション分譲業者及びマン
ション管理業者からの「予備認定」適合
を条件とする。 
マンション分譲の際、業者が故意に修繕
積立金を低額にしたり、マンションの共
同生活の説明もせずに「鍵一つで隣家と
は没交渉で生活できる」などと説明して
販売後にトラブルになるケースがしば
しばあります。 

D 

建築基準法では、建築物を建築する
際に、確認申請の中で建築基準関係
規定に適合することを建築主事等
が確認する必要がありますが、建築
基準関係規定の内容は建築基準法
令に定められており、ご意見の内容
は、それに該当しないことから「予
備認定」の適合を条件とすることは
できません。 

26 その他 

マンションの管理組合は「認定」を受け
るよう努力する。 
認定基準はそれほど高水準のものでは
ありません。本来義務化していただけれ
ば有難いと思っています。ただ私有財産
の処分である点、努力義務でやむを得な
いでしょうか? 

B 

法第５条の３の規定による管理計
画の認定制度は、管理組合の判断に
よる任意の制度のため、条例で義務
化することはできませんが、本市で
は令和５年度にマンション管理適
正化推進計画の策定やマンション
長寿命化促進税制を開始するなど、
市内マンションの管理計画の認定
取得を推進しているところです。 
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27 その他 

仮称“マンション管理組合支援センタ
ー”(例えば神戸市のスマイルネット)を
設けて管理組合支援の拠点とする。 
芦屋市ではマンション管理組合の団体
がありません。行政からの連絡や行政へ
の協力の団体としての受け皿がありま
せん。今すぐに団体ができるものではあ
りませんが私たちのような活動を始め
たものにとって市の有形、無形の支援は
大きな力になります。 

D 

政令指定都市等の大きな自治体と
違い、管理組合等のご相談は、本市
の建築住宅課か既に設置している
マンション管理士等の専門家によ
る相談窓口等でお受けしています。

28 その他 

区分所有のマンション、賃貸マンショ
ン、公営住宅、社宅等 集合住宅には自
治会及び安全会との連絡責任者を置く
こと。(自治会との話し合いと相互の理
解を要する) 
集合住宅に住んでいる人は往々にして
近隣にお住いの皆さんと疎遠になりが
ちなので、周辺の隣人と自治会を介し又
防災訓練や町の清掃など共同の行事を
介して連携することを希望します。 

D 

本条例は、法第２条の規定によるマ
ンションを対象としているため、賃
貸マンション、公営住宅、社宅等は
対象として考えておりません。 
また、自治会に関する事項は、各区
分所有者等が判断することですの
で、管理組合等に対して何らかの義
務を課すことはできません。 


